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3.2.3 市街地復興政策検討支援システムの構築による市街地復興の最適化 

 

(1) 業務の内容 

(a) 業務の目的 

迅速にかつ繰り返す次の震災にも備えた市街地復興を実現することにより，被災者の負

担と東京の都市経済がもたらす間接被害を最小限に抑えつつも，従前の首都圏の都市問題

を解消し，かつ，21 世紀型の都市構造の実現し得る環境をつくりだすことを目指した都市

復興の支援システムを構築する。都市レベル・地区レベルで機能する市街地復興計画策定

支援システム（仮称）のプロトタイプを開発することを中核とする，市街地復興計画の多

様な代替案の事前検討，被災市街地における復興まちづくり事業を管理・支援する技術の

開発をおこなう。その一環として，他のチームと合同討議による共有化を図りつつ、首都

圏内の地域特性・地域社会の特性，及び，被災特性を反映した潜在的な復興ニーズの想定

手法を構築し，首都圏という地域特性をふまえた市街地復興メカニズムの想定を行う．本

年度は，首都圏を対象とした町丁目スケールでの地区類型の洗練化，住宅再建シミュレー

ションモデルの検討，市街地復興のモデル化のための基礎分析を行う．  
 
(b) 平成２０年度業務目的 

本年度は，首都圏を対象とした町丁目スケールでの地区類型の洗練化，住宅再建シ

ミュレーションモデルの検討，市街地復興のモデル化のための基礎分析を行う． 
・ 千葉県，神奈川県の地理情報データベースの構築 

昨年度に引き続き，千葉県，神奈川県の地理情報データベースの構築を行う．さら

に，埼玉県，千葉県，神奈川県では地震被害想定調査が行われており，本年度，結果

が公開される予定である．公開された地震被害想定調査結果も地理情報データベース

に組み込むことを検討する．  
・ 首都圏を対象とした町丁目スケールでの地区類型の洗練化 

昨年度の成果である市街地の類型化（第一次）をもとに，構築されたデータベース

をもとに復興の観点からみた地区類型を再構成し，洗練化を図る． 
・ 住宅再建シミュレーションモデルの検討 

 個人レベルの住宅再建志向を既存研究をベースに精査し，これを政策変数による

説明される数理モデルへ展開する方法論を検討する． 
・ 市街地復興のモデル化のための基礎分析 

都市レベルと地区レベルの復興ニーズ，及び復興過程をモデル化する方法を別個に

検討するほか，両者を総合的に捉える方法を検討する．特に総合化したときにモデル

上，矛盾が起こらないようにする必要があり，特に留意する必要がある． 
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(c) 担当者 

所属機関 役職 氏名 メールアドレス 
国立大学法人 東京大学 

 大学院工学系研究科 

国立大学法人 東京大学 

 大学院情報学環 

国立大学法人 東京大学 

 社会科学研究所 

東洋大学社会学部 

国立大学法人 東京大学 

 大学院工学系研究科 

国立大学法人 東京大学 

 大学院工学系研究科 

助教 

 

教授 

 

助教 

 

講師 

特任助教 

 

特任助教 

 

加藤孝明 

 
田中淳 
 
佐藤慶一 
 
関谷直也 
廣井悠 
 
中村仁 

 

 
(2) 平成２０年度の成果 

(a) 業務の要約 

本年度は，首都圏を対象とした町丁目スケールでの地区類型の洗練化，住宅再建シミュ

レーションモデルの検討，市街地復興のモデル化のための基礎分析を行った． 
・ 千葉県，神奈川県の地理情報データベース（URPSS）の構築 

昨年度に引き続き，千葉県，神奈川県の地理情報データベースの構築を行った．埼玉県，

千葉県，神奈川県では地震被害想定調査が行われていることから，その結果をデータベー

ス化するための調査を行った．  
・ 首都圏を対象とした町丁目スケールでの地区類型の洗練化 

昨年度の成果である市街地の類型化（第一次）をもとに，構築されたデータベースをも

とに復興の観点からみた地区類型を再構成し，洗練化を図った． 
・ 住宅再建シミュレーションモデルの検討，及び，市街地復興のモデル化のための基礎

分析 
住宅再建シミュレーションモデルの検討，及び，市街地復興のモデル化のための基礎分

析の双方をかねた作業として，昨年度に引き続き，「復興イメージトレーニング」を埼玉県

と共同で行った．復興イメージトレーニングは，住宅再建行動及び市街地復興計画の意思

決定に関するデータ収集と位置づけられる．行政職員参加型を二回，市民参加型を一回行

い，今後のモデル構築を行う際の有用なデータを得た． 
個人レベルの住宅再建志向を既存研究をベースに精査し，これを政策変数による説明さ

れる数理モデルへ展開する方法論を検討した．住宅再建シミュレーションモデルの概念設

計を行い，佐藤らが別研究で行ったインターネットアンケート調査結果より，住宅再建に

影響する説明変数に焦点を絞って分析を行った． 
 

 
(b) 業務の成果 

1) 千葉県，神奈川県の地理情報データベース（URPSS）の構築 
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 URPSS は，本研究の最終アウトプットのプラットフォームという位置づけである．本

研究の中心テーマである市街地復興モデル，住宅再建シミュレーション手法が完成したと

きの分析の対象となるものである．4 年目中の完成を目標に漸近的に構築する． 
千葉県，神奈川県の国勢調査，住宅土地統計調査データを昨年度埼玉県で構築した

URPSS に追加した．当初，現在，両県ですすめられている地震被害想定の結果データを

組み込む予定であったが，平成 20 年度中の公開は行われないことが判明した．そのため，

次年度以降，追加作業を行うこととした．この他には，URPSS 上での今後の分析を容易

にするためのインターフェースの追加を行った（図１）．なお，図１は，住宅土地統計調査

（市町村集計）と国勢調査（地域標準メッシュの 1/4 メッシュ）を組み合わせて行った構

造別・築年区分別棟数の推計結果を分析した例を示しておく．なお，地域標準メッシュの

1/4 メッシュは 500m メッシュ相当である． 

 
図 1 住宅土地統計調査と国勢調査の組み合わせによる住宅の構造別・築年区分別棟数の

推計（地域標準メッシュの 1/4 メッシュ）  
 
 
2) 首都圏を対象とした町丁目スケールでの地区類型の洗練化 

 本年度は昨年度の仮説的な類型化案に基づいて，URPSS としてこれまで整備したデー

タの範囲内で地区類型の洗練化を行った．類型化の視点は，復興イメージトレーニング（後

述）の議論の内容をふまえ，表１に示す４つが有力であるとの結論に達している．今年度

行った復興イメージトレーニングにおいてもこのことが追認された． 
当初，GIS 上でデータベース化が可能な統計データをはじめとする定量的な地域データ

を類型化の主軸に試行することを予定していたが，分析の結果，それだけでは限界がある

との結論に達した．今年度は，復興イメトレの対象地区に限り，定性的な資料を収集した． 
今後の地区類型の洗練化にあたっては，県及び市町村都市計画マスタープラン等の上位

計画での位置づけ，当該地区での計画の有無等の定性的な資料，県民アンケート等の居住

者の意向や特性の把握が必要であるとの結論に達した．また，マクロな視点では得られな

い地域特有の情報が必要との結論に達した． 



 127

来年度以降，実施する予定の地区類型の洗練化では，この二点を考慮する必要がある．

現段階での望ましい類型化の方法として，GIS データを主軸としつつ，①定性的な資料と

の重ね合わせ，②地域特有の情報の考慮があげられる．②については，首都圏（一都三県）

という広域を対象としているため限界はある．復興イメトレと同様，行政職員の感覚を活

用する等，効率よく行える方法を検討することが現実的であろう． 
 
表 1 地区類型化の視点  
 

A 基盤整備状況
B ビジョンの作

成の容易さ 
C 被災強度 

D 地域へのこだわ

り 

①旧市街地の中

心地区（中心市

街地） 

× ○ ○ ◎ 

②ミニ戸建て住

宅集積地区 
△ × ○ × 

③木造住宅密集

地区 
× △ ◎ ○～△ 

④郊外の良好住

宅地（超高齢化） 
◎ △ △ ○～△ 

⑤中山間部集落

地区 
× △ △ ◎ 

 
   地域へのこだわ

り有が○ 

 
3) 住宅再建シミュレーションモデルの検討，及び，市街地復興のモデル化のための基礎

分析 

a) 復興イメージトレーニングの実施とモデルの検討 
(ⅰ)はじめに 
 昨年度に引き続き，復興イメージトレーニングを埼玉県と共同で行った．今年度は，行

政職員参加型 2 回，市民参加型１回を行った． 
 復興イメージトレーニングの本研究での位置づけを改めて図２に示す．地震被害想定手

法が被害発生の物理モデルにより構築され，地震被害想定結果をもとに防災対策の最適化

が行われるのと同様に，復興政策の最適化を検討するにあたっては，復興状況の想定が不

可欠である．そのためには，復興状況を記述するモデルを構築する必要がある．地震被害

発生の物理モデルは実験或いは過去の豊富な事例データを元に構築されるが，復興モデル

の場合，実験を行うことはできないし，かつ，事例は豊富ではない．本研究では，これに

変わるものとして復興イメージトレーニングを位置づけている（図２）．そもそも復興状況

は，世帯主，地域住民，行政職員，プランナー，政治家等の多種多様な主体の論理的な意

思決定の積み上げである．そこで復興における意思決定を擬似的に行う環境（復興イメー
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ジトレーニング）を作り，多くの意思決定例を蓄積することにより，そこでの意思決定に

おける論理構造を分析し，その結果を一般化して復興を記述するモデルにつなげることを

意図している．いわば，復興イメージトレーニングは，復興を記述するモデルを構築する

ための「実験」と位置づけられる． 
今年度は，復興イメージトレーニング手法の確立（実験方法の確立），復興イメージト

レーニングの結果の整理方法の確立（実験データの蓄積方法の確立）を目的に作業を進め

た． 
 

  
(a)地震被害想定に基づく防災対策の最適化 (b)復興状況想定に基づく復興政策の最適化 

図 2 研究の大枠と復興イメージトレーニングの研究全体に対する位置づけ  
 
(ⅱ)復興イメージトレーニングの実施 
 今年度は，下記のように行政職員参画型 2 回，市民参画型 1 回を行った．対象地域につ

いては，行政職員参画型では，これまで行っていない典型地区とし，重点密集市街地，及

び，郊外の良好な戸建て住宅地とした．市民参画型では，復興計画の要素が豊富なため比

較的イメージを膨らませやすい区域とし，昨年対象とした旧街道沿いの旧宿場町・中心市

街地とした．なお，参加者については、行政職員は，市町村の都市計画または防災セクシ

ョンの職員、県庁の住宅、道路、都市計画セクションの職員である。市民は，埼玉県まち

づくりアカデミー受講者である． 
 本年度の復興イメージトレーニング実施の目的は，議論の方法の確立，及び，イメージ

トレーニングの結果を蓄積方法の確立である． 
 表２に概要を示す． 

基本的には，昨年度と同じ設定で復興イメージトレーニングを進めた．ただし，相違点

は以下のとおりである．一つは，議論の方法に関して，昨年度の試行錯誤をふまえ，①被

災世帯の立場からの生活再建のシナリオ描出，②続いてプランナーの立場からの市街地復

興シナリオの描出，③生活再建と市街地復興の両者のバランスを図るという観点からの市

街地復興シナリオの検証，という３段階構成とした．個人の視点とプランナーの視点を一

旦切り分け，最後に検証する機会を改めて設けるという方式にした．この方法では一日を

要する．また，昨年度の経験より，参加人数が多くてもアウトプットはいくつかのパター

ンに収斂することが判明していることから，本年度は，参加人数を限定して密度の高い議

論が行えるようにした． 
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表 2 復興イメージトレーニングの実施概要  

 第 1 回  第 2 回  第 3 回  
（今年度第 1 回）

第 4 回  
（今年度第 2 回） 

第 5 回  
（今年度第 3 回）

実

施

日  
H20 年 1 月 30 日  H 20 年 3 月 6 日 H20 年 6 月 26 日

H20 年 10 月 16
日  H20 年１2 月 7 日

参

加

者  

市町村職員 15 名，県職員約 15 名  
計 30 名程度  

市町村職員，県職員，  
計 15 名程度  市民 30 名程度  

対

象

地

区  

旧街道沿いの中

心市街地  
（駅前通り商店

街エリアと旧街

道沿道エリア）  

ミニ戸建て住宅

集積地区  重点密集市街地  
郊外の良好戸建

て住宅地（２地

区）  
第 1 回と同じ  

被

災

状

況

の

設

定  

①震度 6 強  
（70kine）  

①震度 6 強  
（70kine）  

②＋延焼被害＋

液状化被害  

①震度 6 強  
（70kine）  

①震度 6 強  
（70kine）  第 1 回と同じ  

世

帯

属

性  

計 4 世帯  
駅前通り商店街

エリア  
・高齢者夫婦世帯  
・3 世代自営業世

帯  
旧街道沿道エリ

ア  
・3 世代自営業世

帯  
・高齢者夫婦世帯  

計②世帯  
・高齢夫婦世帯  

・ファミリー世帯

（住宅ローン残

高が多い）  

計 3 世帯  
・高齢夫婦世帯  

・ファミリー世帯

（住宅ローン残

高が多い）  
・自営業世帯  

各地区 計②世

帯  
・高齢者夫婦世帯  
・高齢者単身夫婦  

第 1 回と同じ  

内

容  生活再建シナリオの提出，市街地復興シナリオの提出，復興課題の検討  

 
 

 
図 3 復興イメージトレーニングの進め方  

 

  

市街地復興シナリオの検討 

生活再建の視点から 

市街地復興シナリオの検証 

 生活再建シナリオの検討 
被災世帯になりきって，個人の立場から，生活再

建の選択肢を考える（多種多様なシナリオ作成）

プランナーの立場から，市街地復興のあるべ

き姿を考える  

個人の生活再建と市街地復興のバランスを図
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○対象地域の概要 

 
図 4 重点密集市街地（第 4 回）の概要  
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図 5 郊外の良好な戸建て住宅（第 5 回）の概要  
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図 6 重点密集市街地（第 4 回）における世帯設定  

 

 
図 7 郊外の良好な戸建て住宅（第 5 回）における世帯設定  
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図 8 ワークショップの様子  
 
(ⅲ)復興イメージトレーニングの方法の評価と結果分析 
 復興イメージトレーニングの方法については，生活再建，市街地復興シナリオを別の立

場から議論し，それを最後に検証するという方法となったことで，昨年度のような立場の

混乱がみられなかった．方法論として確立したと言える．ただし，丸一日を費やすため，

イメトレを頻繁に行うことはできないという点がデメリットである． 
 議論の内容に関しては，第 1 回から継続して参加しているメンバーが多かったこともあ

り，非常に深い議論となった．特に三段階目の生活再建の立場から見た市街地復興の検証

では，市街地復興プランの代替案についての長短所を生活再建の視点から行い，短所を補

うための政策について議論されるなど，次のステップにつながる議論がなされた．また，

第 4 回の良好戸建て住宅地は，一見，復興に関して何ら問題がないと思われる地域である

にもかかわらず，復興イメトレの場では，被災を契機とした高齢者の利便性の高い市街地

中心部への住み替え等による街の空洞化が議論され，被災後でも生き残るために事前に住

宅地としての付加価値を高めておくことの重要性について議論が及んだ． 
(ⅳ)復興イメージトレーニングの結果の整理方法の確立 
 復興イメージトレーニングの結果の整理方法について検討を行った．今後の行政資料と

して役立つこと，生活再建シナリオ及び市街地復興シナリオを規定する要因が明らかにな

ること，市街地復興における生活再建の視点からの軋轢を顕在化させ，それに対応する対

策メニューを顕在化させること，を要件として検討を行った．整理しすぎることによる情

報の欠落を防ぐため，現段階では，以下に示すような取りまとめ方が妥当との結論に至っ

た． 
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表 3 芝地区：生活再建シナリオ＋支援策の整理（A 案）（その１）  
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表 4 芝地区：生活再建シナリオ＋支援策の整理（A 案）（その２）  
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図 9 芝地区：市街地復興シナリオ（A 案）  
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表 5 芝地区：生活再建シナリオ＋支援策の整理（B 案）  
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図 10 芝地区：市街地復興シナリオ（B 案）  
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表 6 芝地区：生活再建シナリオ＋支援策の整理（B 案）  
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表 7 東急 NT：生活再建シナリオ＋支援策の整理（その１）  
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表 8 東急 NT：生活再建シナリオ＋支援策の整理（その２）  
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表 9 かすみ野地区：生活再建シナリオ＋支援策の整理  
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(v)地区レベルと都市レベルの復興ニーズ及び復興プロセスの検討方法 
復興イメージトレーニングは，地区レベルの生活再建，及び，復興シナリオの記述方法

である．すなわち，地区レベルにおける市民の住宅再建ニーズ，適切な市街地復興ニーズ

を捉えたものと位置づけている． 
首都圏全体の復興の最適化を考えるためには，復興イメトレで導かれた地区レベルの復

興ニーズを都市レベルで整合するかどうかを検証する必要がある．最適化された地区レベ

ルの積み上げが必ずしも全体で最適になるわけではないからである．例えば，各駅におい

て再開発事業が行われれば，地区レベルの視点からはでも最適な復興であったとしても，

全体としては供給過多となり，すべてが事業として成立しない．描かれた復興ニーズが時

間軸上で首都圏全体として成立するかどうかの検証が不可欠である． 
都市レベルでの検討に関しては，これまでの復興イメトレの成果，及び，今後蓄積され

るであろう成果を元に検討することができる．復興イメトレの成果，すなわち，地区レベ

ルの復興ニーズを空間的に横並びに配置し，その上で都市レベルの視点から全体を評価し，

各復興ニーズを調整するという方法が望ましいと考えられる．その上で，地区レベルに立

ち戻り，地区レベルの復興プロセスについて地区レベルの視点から検討を行うという手順

が望ましいと考えられる． 
 

地区レベルの復興ニーズ
（復興イメトレの成果）
地区レベルの復興ニーズ

（復興イメトレの成果）地区レベルの復興ニーズ
（復興イメトレの成果）地区レベルの復興ニーズ

（復興イメトレの成果）
地区レベルの復興ニーズ

（復興イメトレの成果）

都市レベルでの調整

地区レベルの復興ニーズ
（復興イメトレの成果）
地区レベルの復興ニーズ

（復興イメトレの成果）地区レベルの復興ニーズ
（復興イメトレの成果）
地区レベルの復興ニーズ

（復興イメトレの成果）地区レベルの復興プロセスの記述

Step１

Step2

Step3

 
図 11 地区レベルと都市レベルの復興ニーズ及び復興プロセスの検討手順  

 
(vi)まとめと今後の課題 
  今回の方法では，地域と個人の社会特性，空間特性が生活再建シナリオに反映し，か

つ，地域の市街地特性が市街地復興シナリオに反映することが確認された．また，生活再

建と市街地復興との間に軋轢が生じ，その解消に必要とされる対策メニューについても頭

だしを行うことができた．いずれも現象からではなく，演繹的に導出されたことに意義が

ある． 
本年度の作業において復興イメージトレーニングの方法，蓄積方法が確立された．今後

はすでに蓄積されたデータを再整理し，住宅再建，及び，市街地復興に影響する説明変数
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の抽出とその関係性について分析を行い，地域の社会特性，地域特性から生活再建シナリ

オ，及び，市街地復興シナリオを描出するモデルの構築を進める予定である． 
 

b) 住宅再建シミュレーションモデルの詳細検討 
(i)住宅再建シミュレーションモデルの概念設計 

佐藤らは，2007 年度に，災害後の住宅再建と世帯の金銭的状況（特に住宅ローン）に着

目して，分析を進めてきた 1)．この調査においては，ミクロな選択行動モデルの構築を目

的として，選択問題生成において，より現実的な状況を与えるために，住宅ローンの複利

計算など複雑なロジックを用意し，立地条件なども詳細に扱った．しかしながら，社会シ

ミュレーションに用いるには，世帯の経済的状況に関するミクロデータの生成が求められ，

その精度が問題として残った．また，2008 年度に埼玉県において実施された一連の震災時

における都市・住宅復興の取組みに係るワークショップで，災害後の住宅再建問題におい

て，子世帯や親世帯との関係性，地域の動向，が相当に大きな意識課題となっていること

を確認した 2)．加えて，通常時の住宅取得に関しても，家族との関係（特に相続や贈与な

ど）が大きいことが指摘されており 3)，災害時にも，贈与や同居などが住宅再建に相当に

大きな影響を与えることが想定される．以上に示すように，住宅再建問題は複雑な社会問

題の１つであり，個人の選択の積み重ねだけでは描くことが難しい．家族関係，地域の動

向，行政対策などに応じて，ミクロな個人の選択がなされ，それはまた，地域や社会など

マクロなレイヤと相互関係にあり，その総体として，再建過程が導かれていくものと考え

られる（図 12 に問題の概要を示す）． 
以上を踏まえ，我々の研究の最終的なアウトプットは，金銭的状況を詳細に扱ったミク

ロシミュレーションより，家族関係，地域状況も包括したマクロな形式の方が適切と判断

するに至った．シミュレーションは，既存統計等でセット可能な範囲で，マクロ的に状況

を描くことを目的とする．以下に，構築を目指すシミュレーションの概要設計を示す． 
・地区区分 
東京都(23 区内)，東京都(23 区外)，神奈川県(北部)，神奈川県(北部以外)，埼玉県(南部)，
埼玉県(南部以外)，千葉県(西部)，千葉県(西部以外)，1 都 3 県以外の 9 地区 
・時期の扱い 
住宅再建行動モデルは，時期条件（1，3，5 年程度）も含めて構築する．阪神大震災を参

考に，時期ごとの再建数を与え，時系列シミュレーションとする． 
・家族状況のシミュレーションでの扱い 
被害想定や社会統計から生成する住宅喪失ミクロデータに，アンケート調査の世帯属性デ

ータから家族状況（贈与の見込み，親戚の有無等）を与える．選択行動モデルは，いくつ

かのダミー変数（贈与有無，都内への通勤者の有無など）も含めて構築することで，シミ

ュレーションに反映． 
・近隣状況のシミュレーションでの扱い 
意向調査で尋ねる近隣地域の状況は，市区町村では粗すぎるので，町丁目単位とする．シ

ミュレーションでは，町丁目単位の移住率等を内部処理することとする．ミクロデータは，

内閣府被害想定（市区町村単位）等から生成するものを，世帯数比率等で町丁目単位に割

り振ることで用意する． 
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マンション

戸建て

アパート

住宅市場

被災者

被災者

被災者
被災者

？

？

？

？

自宅再建 親戚宅等

再建支援

？

？

【購入】
【賃貸】

公営住宅

被災者

？

被災者

？

地域の動向
親戚等との関係

贈与

行政の動向

【家族・地域・社会のレイヤ】

【個々人の住宅再建行動のレイヤ】

【個人行為とマクロな社会システムの相互関係】

 

図 12 住宅再建問題の構造  
 
(ⅱ)住宅再建行動モデル構築のためのインターネット調査 

イメージした住宅再建行動シミュレーションの実現には，被災世帯の住宅再建行動モデ

ルの構築が必要不可欠である（図 1 の上部）ことから， 2008 年度は，住宅再建行動モデ

ル構築のためのインターネット調査である「想定首都地震の住宅対応に関する意向調査」

（東京工業大学都市地震工学センター）を元に分析を行った．調査対象地区は，1 都 3 県

全域，調査時期は，2009 年 3 月 3 日～3 月 7 日，回収状況は，4200 票を回収，調査項目

は下記のとおりである． 

 

 

①世帯属性：住まいの場所（都道府県，市区町村），世帯主の仕事（働き方，仕事の内

容など），住宅（所有形態，住宅タイプ，構造，建築年，居住年数，居住室数），住宅費

負担（住宅ローン，家賃），金融資産（地震保険，世帯年収，貯蓄，負債），家族（世帯

人数，年齢，就業就学形態，従業地又は通学地等，相続予定，介護予定），近隣関係（挨

拶／話をする／物の貸し借り／悩みの相談をする人の有無） 
②住宅の地震対策：増改築・補修・建替えの計画，耐震診断，耐震補強工事，耐震補強

工事の金銭支払い意思 
③地震後の住宅再建意向：住まいの当て（親族から贈与の当て，親族宅等への同居可能

性及びその詳細），近隣の方との共同再建への意向，住宅再建選択問題（住宅属性とし

て，住宅タイプ，立地，家賃，必要資金を提示） 
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 (ⅲ)分析結果 
分析結果の概要のみを下記に示す． 

①被災後の住宅再建において，2 割程度が親族等からの贈与の見込みを有し，6 割程度が

親族宅等へ同居や間借りの見込みを有すること 
②生成した住宅再建選択問題により収集したデータにより，非集計行動分析が可能なこと 
(ア)「親族からの贈与の見込み」がある世帯は「新規購入」を選好する，「親族等との同居・

間借り先の見込み」がある世帯は「その他（親戚宅等）」を選好する，「世帯年収」が高い

世帯は「新規購入」「建替え」を選好するなどの傾向が見出されている 
(イ)他地域への移住率が，住宅再建行動に与える影響も限定的ではあるが確認されている 

今後，アンケートデータの解析を進め，マクロデータのセット等を行い，シュミレーシ

ョンフローの構築と実装を行えば，首都圏大震災後の住宅再建シミュレーションの構築に

繋がる可能性が高い． 
 
(c) 結論ならびに今後の課題 

1)千葉県，神奈川県の地理情報データベース（URPSS）の構築 
昨年度に引き続き，千葉県，神奈川県の地理情報データベースの構築を行った．埼玉県

と同等の水準で千葉県，神奈川県についてデータベース化を図った．また分析を省力化，

高度化するためのインタフェース・プログラムの作成を行った．当初予定した地震被害想

定結果に関しては，今年度中の公表がなされないことが判明したため，来年度以降の更改

後，公開手続き，及び，許可が出来次第，URPSS に追加する予定である．  
2)首都圏を対象とした町丁目スケールでの地区類型の洗練化 

昨年度の成果である市街地の類型化（第一次）をもとに，構築されたデータベースをも

とに復興の観点からみた地区類型を再構成し，洗練化を図った．検討の結果，GIS ベース

の URPSS に搭載できる定量的データだけではなく，上位計画等の定性的資料を加味する

必要性があること，また統計データやマクロな情報には顕れない地域特有の情報について

も加味する必要があることとの結論を得た．今後，特に後者に関しては地域事情に優れる

行政職員の経験を積極的に位置づける等の方法を検討する余地がある． 
3)住宅再建シミュレーションモデルの検討，及び，市街地復興のモデル化のための基礎分

析 
 住宅再建シミュレーションモデルの検討，及び，市街地復興のモデル化のための基礎分

析の双方をかねた作業として，昨年度に引き続き，「復興イメージトレーニング」を埼玉県

と共同で行った．復興イメージトレーニングは，住宅再建行動及び市街地復興計画の意思

決定に関するデータ収集と位置づけられる．行政職員参加型を二回，市民参加型を一回行

った．この過程で，復興イメージトレーニングの効率的，効果的な方法が確立された．ま

た，結果の蓄積方法も確立された．今後のモデル構築の有用なデータを得た． 
個人レベルの住宅再建志向を既存研究をベースに精査し，これを政策変数による説明さ

れる数理モデルへ展開する方法論を検討した．住宅再建シミュレーションモデルの概念設

計を行い，佐藤らが別研究 4)で行ったインターネットアンケート調査結果より，住宅再建

に影響する説明変数に焦点を絞って分析を行った． 
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